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により、企業等とも連携した分野横断型の応用研究に取り組み、社会生活に役立つ学びに近づ

けます。 

  例：飛行機の翼を創ろう！（航空機メーカー等と連携） 

 

【テクニカルタイプ】２校（農業高校、工業高校） 

   農業高校と工業高校がそれぞれの強みを生かしながら、共通の課題を解決するために取り組み、「知

る」と「創る」の好循環を起こします。例えば、農業界が抱える課題（農業従事者不足、耕作放棄地

の増加、過酷な労働環境、鳥獣害など）を、最先端技術（ＡＩやロボティクス等）を取り入れること

で解決していきます。 

  例：ＩｏＴで農業生産管理システムを創ろう！ 

    自動運転技術を使用した農業ロボットを作製しよう！  

 

【ベーシックタイプ】１校 

（論理的思考力や課題解決力の基礎となる力を向上させていきたい高校） 

例：EdTechの活用（個別最適化）に係る研究 

    ・ EdTechの活用効果を対象外のクラスとの比較によって検証します。 

・ ＡＩによるドリル学習により、個別のつまずき箇所の解消をめざします。 

  ・ 活用及び授業法を研究し、他校へ普及させます。 

    

【三重ＳＴＥＡＭ教育フォーラム（仮称）】 

学びのＳＴＥＡＭ化研究指定校やＳＳＨ研究指定校、県外のＳＴＥＡＭ教育実践校の生徒等による

「三重ＳＴＥＡＭ教育フォーラム（仮称）」を開催します。 

※ 年１回、（小中）高の教員（午前）、生徒（午後）が一堂に集まり、実践発表を行います。 

→ 物理・化学、生物・地学、数学、情報、地理、機械・電気、ロボティクス、建築、芸術等の分

野において興味ある研究に取り組んだ生徒を、学校をこえて集め、研究成果を発表し合うことに

よって学びの効果をさらに高めることをめざします。また、アドバイザーとして各分野の第一人

者を招聘し、研究に対する助言をもらうとともに、各分野の分科会を開催し、研究をさらに深め

ます。 
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（２）英語教材作成支援システムの導入【特定政策課題枠】      2,033千円（2,033千円） 

・ 新学習指導要領の全面実施（令和３年度）に向けて、授業において互いの考えや気持ちなどを英語

で伝え合う対話的な言語活動を充実するため、英語教材作成支援システムを県内の中学校に導入しま

す。 

・ 豊富な英文の素材から効率的に質の高い教材づくりや会話練習等をすることができる教員向けの 

 英語教材作成支援システムの導入により、授業改善と働き方改革の両立を図ります。 

・ モデル地域として一定の市町を指定して域内の中学校（９市町２８校を計画）に導入し、システム

の活用によって作成・実践した教材や指導案について、教員同士の研修を行うことで、教員の指導力

向上を図ります。 

・ システムの導入による効果を検証し、その成果の情報共有を図ります。 

 

＜システムの特長＞ 

教科書で学習する内容に応じたもので、日本の中学生にとって親しみのある場面や状況の英会話文例

が豊富に登録されているシステムを導入することによって、生徒は、授業でネイティブによる英会話を

繰り返し聞いたり、そのネイティブの音声を相手に会話練習をしたりすることができます。 

また、教員は教科書で学習する文法や使いたい言葉などから、条件にあった英文を検索したり、著作

権を気にせず、英文の文字データからプリント教材やテストなどを作成したりして、授業改善を進める

ことができます。 

 

 

（３）ワン・ペーパー・コンテストの実施                

・ 中学生が身につけた英語力を活用し、三重のよさを英語で発信する機会として、ふるさと三重につ 

いての学習を深め、英語でその魅力をまとめる活動を実施します。 

・ 優秀作品を県民や観光客に広く発信します。 

 

（４）新学習指導要領（指導と評価の一体化）に係る研修会        

・ 県内小中学校教職員を対象に国の調査官を招へいし、新学習指導要領をふまえた授業改善について 

の研修会を実施します。 
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・ 県の関係部局や幼児教育アドバイザーへの助言を行う幼児教育スーパーバイザー（１名・大学教

授等の有識者）を県教育委員会に配置し、月４回程度、県の施策を進めるための助言、幼児教育ア

ドバイザーが各施設へ共通した助言・支援を行うための援助、各市町が実施する研修会の支援等を

行います。 

・ 園長経験者等の幼児教育について豊富な経験を有する幼児教育アドバイザー（３名）を市町に派

遣し、幼稚園・認定こども園・保育所における就学前教育の質向上を図ります。幼児教育アドバイ

ザーは、市町と連携しながら県内の約３０園程度に年間２～３回程度訪問し、教育内容や指導方法、

環境の改善等について助言・支援を行います。 

（アドバイザーの派遣について） 

アドバイザー３人は、県全域をカバーするために、県の北部・中部・南部の各８～１０園程度の施

設に派遣します。施設数の内訳は、幼稚園、認定こども園、保育所のすべての施設類型、さらに類型

ごとに公立・私立、園の規模の大小など、それぞれ条件の異なった様々な園に派遣します。 

アドバイザーは、各園に年間２～３回程度（年度の初め頃に園や園児の状況の把握とその状況に応

じた取組へ助言・支援、年度の中頃に園の取組と園児の状況の変化の把握と取組の修正、年度の終わ

り頃に取組成果の確認）派遣します。 

アドバイザーの助言・支援により、条件の異なった園でそれぞれに応じた効果的な取組の実践が行

われ、様々な取組成果が得られることにより、今後、各市町・園がそれぞれの実情に応じた取組を県

が支援できるようになります。 

＜効果の検証について＞ 

・ 「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」に照らして子どもたちがどの程度の心身の発達を遂げ

ているかについて、保護者や幼児教育施設へのアンケート調査を行い、事業の前後で子どもたちの

発達の伸長を確認し、成果を検証したいと考えています。 

 

 

 

 

 

・ 幼児教育について方針・計画を策定して取り組む市町の数を増やします。 

 

（２）幼児教育推進事業                                      

・ 「三重県保幼小の円滑な接続のための手引き」の活用を進めるため、その実践事例の普及啓発を 

図ります。 

・ 就学前の子ども向け生活習慣チェックシートを活用に取り組み、より効果的な活用を紹介するなど 

その取組の充実を図り、家庭と協力した生活習慣の確立に努めます。 

 

 

 

 

 

（参考）「幼児期の終わりまでに育ってほしい姿」の項目 

健康な心と体、自立心、協同性、道徳性・規範意識の芽生え、社会生活との関わり、 

思考力の芽生え、自然との関わり・生命尊重、数量や図形、標識や文字などへの関心、 

言葉による伝え合い、豊かな感性と表現 
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（２）魅力ある学校づくり調査研究事業                

・1,000人当たりの不登校児童生徒数が全国平均を超える中学校のうち、新たな不登校児童生徒数の減

少をめざす取組を進める推進市を指定し、県・市教育委員会指導主事が連携して取組を進めます。 

・推進市の成果と課題をふまえ、県内の他市町教育委員会へ普及啓発を行います。 

（３）学校外での多様な学び支援事業【特定政策課題枠】         5,526千円（3,707千円） 

① 不登校児童生徒への支援についての実態把握・分析 

 ・不登校支援アドバイザー（仮称）2名と有識者の協力を得ながら、不登校児童生徒の実態把握

と分析を行います。 

  ② 訪問型支援の実施及び支援方法のモデル化 

 ・実態把握・分析に基づき、臨床心理士や精神保健福祉士等の専門家による訪問型支援を行うと

ともに、有効な支援方法について研究を行い、モデル化します。 

 ・不登校支援アドバイザー（仮称）2名が研究を踏まえながら、社会的自立に向けた訪問型支援

が行われるよう、各教育支援センターの指導員に助言します。 

③ フリースクール等で学ぶ子どもたちへの多様な学びの支援 

 ・フリースクール等が行う、不登校児童生徒の社会的自立に向けた体験学習等への支援を行うと

ともに、必要に応じてフリースクール等へ臨床心理士・精神保健福祉士等の専門家を派遣しま

す。  

 ④ 教育支援センタースタッフガイドと教員向けリーフレットの作成 

 ・不登校児童生徒の実態把握・分析及び今後の支援の在り方についての研究をもとに、有識者等

の助言を得ながら、『教育支援センタースタッフガイド』を改訂するとともに、『教育機会確保

法』の趣旨を踏まえた教職員向けの不登校児童生徒対応リーフレットの作成を行います。 


